
公立大学法人熊本県立大学法人文書管理規程 新旧対照表 

旧 新 

公立大学法人熊本県立大学法人文書管理規程 公立大学法人熊本県立大学法人文書管理規程 

第１条 この規程は、熊本県行政文書等の管理に関する条例（平

成２３年熊本県条例第１１号 以下「条例」という。）に基づ

き、公立大学法人熊本県立大学（以下「法人」という。）にお

ける法人文書の管理について必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この規程は、熊本県行政文書等の管理に関する条例（平成

２３年熊本県条例第１１号。以下「条例」という。）に基づき、

公立大学法人熊本県立大学（以下「法人」という。）における法

人文書の管理について必要な事項を定めるものとする。 

（４）｢法人文書ファイル管理簿｣ 法人文書ファイル等の管理

を適切に行うために、法人文書ファイル等の分類、名称、

保存期間、保存期間の満了する日、保存期間が満了したと

きの措置及び保存場所その他の必要な事項を記載した帳簿

をいう。 

（４）法人文書ファイル管理簿 法人文書ファイル等の管理を適

切に行うために、法人文書ファイル等の分類、名称、保存期

間、保存期間の満了する日、保存期間が満了したときの措置

及び保存場所その他の必要な事項を記載した帳簿をいう。 

  （５）電子決裁（文書管理）システム 電子計算機を利用して文

書の収受、起案、決裁、保存、廃棄その他文書管理に関する事務の

処理を行うシステムで総務課長が管理するものをいう。 

  （６）電子文書 文書のうち、電磁的記録であって、電子計算機

による情報処理の用に供されるものをいう。 

  （７）電子決裁 電子決裁（文書管理）システムの機能を利用し

て電子的方式により行う電子文書の決裁をいう。 

（５）課 総務課、企画調整室、教務入試課、学生支援課、図

書館、デジタルイノベーション推進センター、共通教育セ

ンター、地域・研究連携センター、国際教育交流センター

及び監査室 

（５）課 総務課、企画調整室、教務入試課、学生支援課、図書

館、デジタルイノベーション推進センター、共通教育センタ

ー、地域・研究連携センター、国際教育交流センター、監査

室及び共創の流域治水研究室 

（１）規則及び規程 「熊県大」の記号を付し、それぞれ総務

課備付けの別記第１号様式による規則番号簿又は規程番号

簿により番号を付ける。 

（１）規則及び規程 「熊県大規則」の記号を付し、それぞれ電

子決裁（文書管理）システムに登録することにより番号を付

ける。 

（２）告示及び公告 法人名を冠し、それぞれ総務課備付けの

別記第２号様式による告示番号簿又は公告番号簿により番

号を付ける。 

（２）告示及び公告 法人名を冠し、それぞれ電子決裁（文書管

理）システムに登録することにより番号を付ける。 

（３）(1)及び(2)を除き地域・研究連携センターで受付し又は

発送する文書 「熊県大地」の記号を付し、地域・研究連

（３）(1)及び(2)を除き地域・研究連携センターで受付し又は発

送する文書 「熊県大地」の記号を付し、地域・研究連携セ

資料２－２（別紙） 



携センター備付けの別記第３号様式による受付発送簿によ

り番号を付ける。 

ンター備付けの別記第１号様式による受付発送簿により番

号を付ける。 

（４）(1)、(2)及び(3)を除く受付し又は発送する文書 「熊県

大」の記号を付し、総務課備付けの別記第３号様式による

受付発送簿により番号を付ける。 

（４）(1)、(2)及び(3)を除く受付し又は発送する文書 「熊県

大」の記号を付し、電子決裁（文書管理）システムに登録す

ることにより番号を付ける。 

第14条 法人における外部に対する文書の発信者名は、原則とし

て理事長名又は学長名を用いるものとし、当該文書の重要度又

は宛先の別により、事務局長名、副学長名、学部長名、共通教

育センター長名、図書館長名、地域・研究連携センター長名、

デジタルイノベーション推進センター長名、国際教育交流セン

ター長名、法人名又は大学名を用いることができる。ただし、

照会等特に軽易なもので、照会を受けた者が課長である場合は、

課長名を用いることができる。 

第14条 法人における外部に対する文書の発信者名は、原則として

理事長名又は学長名を用いるものとし、当該文書の重要度又は宛

先の別により、事務局長名、副学長名、学部長名、共通教育セン

ター長名、図書館長名、地域・研究連携センター長名、デジタル

イノベーション推進センター長名、国際教育交流センター長名、

共創の流域治水研究室長名、法人名又は大学名を用いることがで

きる。ただし、照会等特に軽易なもので、照会を受けた者が課長

である場合は、課長名を用いることができる。 

第16条 総務課長は、前条の規定により受領した文書を総務課備

付けの文書配布箱に入れて、各課の文書取扱担当者又は担当教

育職員に配布しなければならない。ただし、書留郵便物、特別

送達郵便物、配達記録郵便物等については、総務課備付けの書

留等受付簿（別記第４号様式）に所要事項を記載し、各課の文

書取扱担当者又は担当教育職員の受領印を徴したうえで直接配

布しなければならない。 

第16条 総務課長は、前条の規定により受領した文書を総務課備付

けの文書配布箱に入れて、各課の文書取扱担当者又は担当教育職

員に配布しなければならない。ただし、書留郵便物、特別送達郵

便物、配達記録郵便物等については、総務課備付けの書留等受付

簿（別記第２号様式）に所要事項を記載し、各課の文書取扱担当

者又は担当教育職員の受領印を徴したうえで直接配布しなけれ

ばならない。 

３ 各課（地域・研究連携センターを除く。）の文書取扱担当者

は、総務課長から配布された文書の余白に総務課備付けの受付

日付印（別記第５号様式）を押し、必要と認めるものについて

は、受付発送簿に所要事項を記載しなければならない。 

３ 各課（地域・研究連携センターを除く。）の文書取扱担当者は、

総務課長から配布された文書の余白に総務課備付けの受付日付

印（別記第３号様式）を押し、必要と認めるものについては、電

子決裁（文書管理）システムにより所要事項を登録しなければな

らない。ただし、電子決裁（文書管理）システムを利用できない

ことその他の理由により電子決裁（文書管理）システムにより難

い場合には、受付発送簿に所要事項を記載しなければならない。 

４ 地域・研究連携センターの文書取扱担当者は、総務課長から

配布された文書の余白に地域・研究連携センター備付けの受付

日付印（別記第６号様式）を押し、必要と認めるものについて

は、受付発送簿に所要事項を記載しなければならない。 

４ 地域・研究連携センターの文書取扱担当者は、総務課長から配

布された文書の余白に地域・研究連携センター備付けの受付日付

印（別記第４号様式）を押し、必要と認めるものについては、受

付発送簿に所要事項を記載しなければならない。 

 ６ 主務者は、電子決裁（文書管理）システムを利用して到達した

文書のうち収受の処理が必要と認められるものを電子決裁（文書管



理）システムに登録するものとする。 

第17条 主務者は、前条第５項の規定により文書の交付を受けた

ときは、速やかに起案その他必要な措置をとらなければならな

い。ただし、重要な文書又は上司の指示を受けて処理すること

が適当と認められる文書は、直ちに上司の閲覧又は指示を受け

なければならない。 

第17条 主務者は、前条第５項の規定により文書の交付を受けたと

き、又は同条第６項の規定により文書を登録したときは、速やか

に起案その他必要な措置をとらなければならない。ただし、重要

な文書又は上司の指示を受けて処理することが適当と認められ

る文書は、直ちに上司の閲覧又は指示を受けなければならない。 

第18条 文書の起案は、起案用紙（別記第７号様式）によらなけ

ればならない。ただし、次の各号に掲げるものについては、こ

の限りでない。 

第18条 文書の起案は、起案用紙（別記第５号様式）もしくは総務

課長の定めるところにより、電子決裁（文書管理）システムの機

能を利用した電子的方式による起案により行わなければならな

い。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、電子決裁（文書管理）システムの機

能を利用した電子的方式による起案により難い場合には、電子決裁

（文書管理）システムで出力する起案用紙による起案又は電子決裁

（文書管理）システムによらずに起案用紙（別記第５号様式）を用

いた起案を行うことができるものとする。 

 ３ 次に掲げるもの及び前２項によることが適当でない場合であ

って、課長があらかじめ、総務課長に協議して別に定めるものにつ

いては、前２項の規定は、適用しない。 

（１）訂正したときは、起案者は、訂正箇所に押印すること。 （１）電子決裁によらない場合において、訂正したときは、起案

者は、訂正箇所に署名又は押印すること。 

第20条 起案した文書（以下「回議案」という。）のうち次の各

号に掲げるものは、それぞれ当該各号に掲げる表示を起案用紙

の取扱区分欄に記入しなければならない。 

第20条 起案した文書（以下「回議案」という。）のうち次の各号

に掲げるものは、それぞれ当該各号に掲げる表示を電子決裁（文

書管理）システムに登録し、又は起案用紙の取扱区分欄に記入し

なければならない。 

第21条 回議案には、次の各号に掲げる決裁区分に応じ、当該各

号に定める表示を起案用紙の決裁区分欄に記入しなければなら

ない。 

第21条 回議案には、次の各号に掲げる決裁区分に応じ、当該各号

に定める表示を電子決裁（文書管理）システムに登録し、又は起

案用紙の決裁区分欄に記入しなければならない。 

（５）共通教育センター長、図書館長、地域・研究連携センタ

ー長、デジタルイノベーション推進センター長、又は国際

教育交流センター長限りで決裁するもの「図書館長」又は

「センター長」 

（５）共通教育センター長、図書館長、地域・研究連携センター

長、デジタルイノベーション推進センター長又は国際教育交

流センター長限りで決裁するもの「図書館長」又は「センタ

ー長」 

２ 回議案は、課長又は起案者若しくは内容を説明することがで ２ 回議案は、電子決裁によらずに回議する場合には、課長又は起



きる者が持ち回り、上司の決裁を受けなければならない。ただ

し、特に軽易な回議案については、この限りでない。 

案者若しくは内容を説明することができる者が持ち回り、上司の

決裁を受けなければならない。ただし、特に軽易な回議案につい

ては、この限りでない。 

第23条 回議を受けた事項について、代決した場合は、代決者は、

回議案の当該箇所の上部に「後閲」と朱書しなければならない。 

第23条 電子決裁による場合を除き、回議を受けた事項について、

代決した場合は、代決者は、回議案の当該箇所の上部に「後閲」

と朱書しなければならない。 

第24条 決裁を受ける場合において、専決者及び代決者が不在の

ときは、急施を要するものについては、回議案の不在者の箇所

に「不在」と朱書して上司の決裁を受けることができる。 

第24条 決裁を受ける場合において、専決者及び代決者が不在のと

きは、急施を要するものについては、回議案の不在者の箇所に「不

在」と朱書して上司の決裁を受けることができる。ただし、電子

決裁による場合には、朱書は要しない。 

第25条 回議案が、回議中に廃案となり、又は重大な要旨の変更

を受けたときは、起案者は、当該回議案の上部欄外に「廃案」

若しくは「要旨変更」と朱書し、かつ、回議した関係者に供覧

し、又はその旨を通知しなければならない。 

第25条 回議案が、回議中に廃案となり、又は重大な要旨の変更を

受けたときは、起案者は、当該回議案の上部欄外に「廃案」若し

くは「要旨変更」と朱書し、かつ、回議した関係者に供覧し、又

はその旨を通知しなければならない。ただし、電子決裁による場

合には、朱書は要しない。 

（１）廃案を必要とする場合は、廃案の理由を付して当該回議

案を廃案とする伺いを新たに起案し、廃案とすべき回議案

を添えて決裁を受け、決裁後は、廃案となった回議案に「廃

案」と朱書して関係文書とともに保存する。 

（１）廃案を必要とする場合は、廃案の理由を付して当該回議案

を廃案とする伺いを新たに起案し、廃案とすべき回議案を添

えて決裁を受け、決裁後は、廃案となった回議案に「廃案」

と朱書して関係文書とともに保存する。ただし、電子決裁に

よる場合には、朱書は要しない。 

（２）要旨の変更を必要とする場合は、要旨の変更の理由を付

して当該回議案の要旨を変更する伺いを新たに起案し、要

旨を変更すべき回議案を添えて決裁を受け、決裁後は、添

付した回議案に「要旨変更」と朱書し、要旨変更後の内容

により施行する。 

（２）要旨の変更を必要とする場合は、要旨の変更の理由を付し

て当該回議案の要旨を変更する伺いを新たに起案し、要旨を

変更すべき回議案を添えて決裁を受け、決裁後は、添付した

回議案に「要旨変更」と朱書し、要旨変更後の内容により施

行する。ただし、電子決裁による場合には、朱書は要しない。 

４ 決裁を終わった回議案は、総務課備付けの決裁日付印（別記

第８号様式）を押さなければならない。 

４ 決裁を終わった回議案は、電子決裁によるものについては、電

子決裁（文書管理）システムに決裁日付を登録し、それ以外のも

のについては、総務課備付けの決裁日付印（別記第６号様式）を

押さなければならない。 

第28条 決裁を終わった回議案（以下「決裁文書」という。）に

は、第１３条の規定により番号を記入しなければならない。 

第28条 決裁を終わった回議案（以下「決裁文書」という。）には、

第１３条の規定により番号を登録し、又は記入しなければならな

い。 



３ 公印を押印しない文書については、電子メールにより送信す

ることができるものとする。 

３ 公印を押印しない文書については、電子決裁（文書管理）シス

テム若しくは電子メールにより送信することができるものとす

る。 

 ４ 第１項の規定にかかわらず、電報、秘密文書、各課宛の文書、

主管課において持参し、又は直接交付する必要のある文書及びファ

クシミリ、電子決裁（文書管理）システム若しくは電子メールによ

り送信する文書は、主管課において発送の手続を執るものとする。 

第32条 主務者は、前条の規定により発送文書を発送したときは、

決裁文書に総務課備付けの発送済印（別記第９号様式）を押さ

なければならない。 

第32条 主務者は、前条の規定により発送文書を発送したときは、

電子決裁による場合を除き、決裁文書に総務課備付けの発送済印

（別記第７号様式）を押さなければならない。 

第34条 文書管理者は、必要があると認めるときは、文書取扱主

任に、受付発送簿により未完結文書を調査させるものとする。

この場合において、文書取扱主任は、速やかにその結果を未完

結文書調査表（別記第１０号様式）により文書管理者に報告し

なければならない。 

第34条 文書管理者は、必要があると認めるときは、文書取扱主任

に、電子決裁（文書管理）システム及び受付発送簿により未完結

文書を調査させるものとする。この場合において、文書取扱主任

は、速やかにその結果を未完結文書調査表（別記第８号様式）に

より文書管理者に報告しなければならない。 

２ 文書管理者は、保存期間が１年以上の法人文書ファイル等に

ついては、法人文書ファイルの名称等を記載した表紙（別記第

１１号様式）及び背表紙（別記第１２号様式）を作成し、法人

文書ファイル等にちょう付するようにさせなければならない。 

２ 文書管理者は、保存期間が１年以上の法人文書ファイル等につ

いては、法人文書ファイルの名称等を記載した表紙（別記第９号

様式）及び背表紙（別記第１０号様式）を作成し、法人文書ファ

イル等にちょう付するようにさせなければならない。 

 ３ 前２項の規定にかかわらず、電子法人文書ファイル（電子文書

のみで構成される法人文書ファイル等をいう。以下同じ。）につい

ては、この限りではない。 

     附 則（令和８年３月  日熊県大規則第 号）  

 （施行期日） 

 １ この規程は、令和７年９月２９日から施行する。 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

別記第４号様式（第１６条関係） 別記第２号様式（第１６条関係） 

 

 

別記第５号様式（第１６条関係） 別記第３号様式（第１６条関係） 

別記第６号様式（第１６条関係） 別記第４号様式（第１６条関係） 

別記第７号様式（第１８条関係） 別記第５号様式（第１８条関係） 



 

 

別記第８号様式（第２７条関係） 別記第６号様式（第２７条関係） 

別記第９号様式（第３２条関係） 別記第７号様式（第３２条関係） 

別記第１０号様式（第３４条関係） 別記第８号様式（第３４条関係） 

別記第１１号様式（第３６条関係） 別記第９号様式（第３６条関係） 

別記第１２号様式（第３６条関係） 別記第１０号様式（第３６条関係） 

別記第１３号様式（第４１条関係） 別記第１１号様式（第４１条関係） 

 

 

別記第１４号様式（第４４条関係） 別記第１２号様式（第４４条関係） 



 

 

 


